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第 1章：はじめに 
第 1章では，1) 本研究の目的とその位置づけ，2) 研究に至る経緯，3) 本論文の構成の

3 点を述べた。本研究の目的は，日本語を母語とする英語学習者が英語関係節（relative 

clauses）を産出する際，関係節の統語的な要因，および，意味的な要因による影響を考慮

しつつ，どのような関係詞を用いて関係節を産出しているのか，そして，その関係節は正

しく産出されているのか，加えて，教育指導（関係節に特化した指導ではなく，アカデミ

ック・ライティングの基礎を学ぶ授業）により関係節の産出傾向にどのような変化が見ら

れるかを明らかにすることである。 

研究に至る経緯として，日本人英語学習者にとって，英語関係節の産出や理解は困難な

ものとされ（竹中・藤井・沖原・松畑・高塚, 1988; Nakamori, 2002; Kadoi, 2009），習得す

ることが困難な言語項目であることを述べた。そして，これまでは，関係節化される要素

が主語位置にあるのか目的語位置にあるのかという統語的な要因に焦点を当てた仮説検

証型の研究が多く，その結果に基づく習得モデルの提案や習得理論への言及にまで至る事

例は少ないことの 2点が，本研究に至る経緯となったことを説明した。 

 

第 2章：本研究にかかわる理論的基盤 
第 2章では，本研究での理論背景となる「用法基盤モデル」（Usage-Based Model）と，「全

体処理仮説」（Holistic Hypothesis）について説明した。英語関係節の習得研究において，

様々な実験調査を行う上での仮説のほとんどが，統語的な要因に焦点を絞って立てられた

ものである。統語的な要因，具体的には，関係節化される前の文の中で先行詞となる名詞

句がどの部分に位置していたかが関係節の産出や理解に影響していることは Izumi (2003) 

などの先行研究でも調査されているものの，これらの仮説は，基本的に単語を処理上の最

小単位と捉えている点に問題があることを指摘した。先行研究では，Keenan and Comrie 

(1977) によって提唱され，関係節化の容易さを階層化して示されている Noun Phrase 

Accessibility Hierarchy（以下，NPAH と略記）などを基礎として，関係節の習得のしやす

さを予測して実験が行われているが，その習得モデルに基づいた議論は十分になされてい

るとは言い難い。したがって，関係節の習得が困難な要因を探り，かつ，どのように習得

されるかについての考察を行うために，新たな言語習得モデルを検討する必要があると言

える。そこで，本研究では，定型表現がひとまとまりとして記憶され産出されるという

Wray (1999; 2002) や Bybee (2006) などの研究結果を踏まえ，認知能力，とりわけ使用頻度

が習得に大きく影響するという主張に基づいて，学習者による英語関係節構文の習得モデ

ルの提案を試みることにした。 

用法基盤モデルは，言語の「使用」が言語習得において重要な役割を果たすと考えるモ

デルである。しかしながら，用法基盤モデルを提唱する一連の研究は（Tomasello, Akhtar, 
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Dodson, & Rekau, 1997; Tomasello, 2000など），子どもによる第一言語の習得状況を分析し

たものが中心であり，第二言語習得モデルへの応用は十分になされているとは言えない。

また，Eskildsen (2009) によれば，項目依存的な学習が起こっていることは支持されるが，

第二言語学習者には抽象的な言語知識・構造が構築されてないとされ，用法基盤モデルを

そのまま第二言語習得に適用せずに調整する必要があると述べられている。こうした課題

は残されているものの，用法基盤モデルが，これまで十分に議論されてこなかった英語関

係節の処理や習得の過程についての理論的基盤を与えられる可能性があることを述べた。 

次に，全体的処理仮説を採用する理由として，単語より大きな単位での言語処理を想定

している点を挙げた。定型表現（formulaic sequence）や連語（collocation）は複数の単語で

形成され，文法知識の一部を成すこと，また，複数の語句としてまとめて処理されると想

定する仮説である。複数の共起語をまとめた状態で習得し，処理していることを説明する

上で，全体的処理仮説は言語への接触経験を通じて文法知識を構築していくと考える用法

基盤モデルを補う役目をもった有効な説であると言える。本研究においては，習得モデル

を担う用法基盤モデルを補うものとして，言語表現の「処理方法」をモデル化している全

体的処理仮説を採用すべきであることを述べた。 

 

第 3章：英語関係節の習得にかかわる先行研究 
第 3章では，英語関係節の習得を見た先行研究を概観し，特定の仮説検証を行った結果

から何が明らかとなっているのかを述べ，先行研究で十分に明らかにされていない点を指

摘した。特に，NPAHを中心として，関係節の習得を予測する仮説などを取り上げた。加

えて，統語的な観点からの分析事例や主語や目的語に用いられる名詞句の意味的な要因が

影響していることを論じた先行研究（Ozeki & Shirai, 2007など）を取り上げ，特に意味的

な要因である有生性（animacy）の影響について十分に検証がなされていないことを指摘し

た。一連の先行研究から分かっている点は，1) NPAHで示されるように，関係節化されや

すい要素とされにくい要素があること，2) 特に主語位置にあった名詞が関係節化されやす

く，読解処理も容易となることという 2点に集約することができる。そして，先行研究が

抱える問題点として，1) 統語的な要因への偏りがあること，2) 方法論上の限界点がある

こと，3) 実際の産出傾向が明らかでないことの 3点を指摘した。 

まず，1) 統語的な要因への偏りについては，先行研究において，関係節化される要素が

主語位置にあったものか，あるいは，目的語位置にあったものかというように，統語構造

がどれほど影響しているかを検証する研究が多くを占めていることを意味する。言語の産

出や理解においては，統語構造のような形式だけでなく，意味も何らかの影響を及ぼして

いることが予測されるが，この点を考慮した研究は少ない。特に，名詞の有生性について

は，MacWhinney and Pleh (1988) や Bates, Devescovi, and D'Amico (1999) などが行っている

競合モデル（Competition Model）を扱った研究において重要な要因であるとされているが，
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日本人英語学習者が英文を読む際に，関係節によって修飾される名詞の有生性の影響につ

いて調査した研究は多くない。 

次に，2) 方法論上の限界点があることについては，先行研究において，英文の読解課題

および文結合や発話等による産出課題の両者が行われているが，そのほとんどが正答数や

正答率などで評価されており，これらの数値のみで学習者の習得状況を把握することは困

難であると推測される。また，実験という環境は，言語使用の環境としては不自然なもの

であり，より正確な習得状況を観察するのであれば，実際の言語活動の中でどれほど産出

できるのかを検証することが望ましい。 

最後に，3) 実際の産出傾向が明らかでないことについては，関係節の習得研究における

最大の限界点として，関係節をできるだけ自然な状況下で実際にどれほど産出できるのか

が明らかとなっていない点を意味している。これまで，関係節の習得研究のために実施さ

れたタスクとは異なり，日本人英語学習者が実際にどのような種類の関係節を産出できる

のか，あるいは，産出することができないのか，その実態は十分に明らかとなってない。 

これらの事実や課題を踏まえ，本論文における研究課題として，①日本人英語学習者は，

どの種類の関係節をどれほど産出する傾向があるか，②産出した関係節は正しく産出され

ていたか，③教育活動を通じて産出傾向にどのような変化が見られるか，の 3点を挙げた。 

 

第 4章：日本人英語学習者による英語関係節の産出傾向 
第 4章では，学習者コーパスを用いて，日本人英語学習者がどのような関係詞をどれほ

ど産出しているのかを明らかにした。第二言語習得研究用の学習者コーパスとして，新規

に Hiroshima Interlanguage Corpus（以下，HIC）を構築した。総語数は 15728語，最大語数

は 276語，最小語数は 70語，平均語数は 167.3語（標準偏差 49.3）であった。 

HICの構築にあたっては，日本人大学生の学習者の中でも，習熟度が中級レベルにある

学習者 94名から，授業当初に，「学校教育」というトピックで英作文を行った際のデータ

を収集した。対象者となった学習者の TOEIC® IPテストにおける平均スコアは，456.1.点

（標準偏差 80.5）であり，最低スコアは 270点，最高スコアは 635点であった。 

HICのデータ分析の結果，関係節の産出頻度を集計したところ，whoが 35回，whichが

27回，whoseが 0回，whomが 1回，thatが 22回産出されていた。続いて，統語的な要因

から集計した場合，目的語位置からの関係節化される事例が，主語位置から関係節化され

る事例よりも多く観察された。主語位置から関係節化される事例が最も多かった。次に，

意味的な要因から集計した場合，事前では，先行詞として無生名詞が産出される事例の方

が，有生名詞を先行詞とする事例よりも多く観察された。有生名詞・無生名詞を先行詞と

する関係節は同程度に産出されていた。これらをまとめると，目的語位置にある無生名詞

が多く産出されたということとなり，先行研究の多くで述べられてきた主語位置にあった

名詞句の関係節化が容易であることから，産出傾向も同様の結果を示すことが予測される
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が，統語的な要因からみた場合の傾向は先行研究と類似し，意味的な要因から見た場合に

は先行研究とは異なる結果となり，必ずしも理解と産出の傾向が一致するわけではないと

いう結果が得られた。 

 

第 5章：学習者が産出する英語関係節の誤りの傾向 
第 5 章では，新規に構築した学習者コーパス「HIC」から抽出した英語関係節の文につ

いて，英語母語話者 1名に HICに含まれる英文すべてに対しての添削を依頼し，どれほど

正確に産出されていたか，どのような添削がなされているかを調査した。それぞれの関係

詞に対する調査の結果として，下記の 3点が明らかとなった。 

 

・who ：関係詞が削除され，より簡潔な表現に修正される事例が多い 

・which ：先行詞の名詞句に影響され，thatに修正される事例が多い 

・that ：添削の傾向は他と同様ながら，thing(s) thatが定型表現として使われる 

 

全体的に言えるのは，まず，いずれの関係詞も，文法的な機能や用法について理解され

ており産出につながっているということである。しかしながら，添削事例を観察すると，

不必要に関係節を産出したことで，回りくどい表現となってしまい，関係節そのものが削

除されて新たな表現に修正される事例が多く見られ，先行詞との関係や文脈などに応じて

適切に産出できているという事例は決して多くはないことが分かった。一方で，thing(s) that

の事例に代表されるように，初・中級レベルの学習者であっても，母語話者と同等の定型

表現を習得し得る可能性が示された。今後，関係節をはじめとした，後置修飾にかかわる

指導の方法を再検討する必要があることを指摘した。 

 

第 6章：教育活動を通じた産出傾向の変化 
第 6章では，第 4章のコーパス分析において課題となっていた一定期間を経た上での産

出傾向の変化の分析を行った。前章で構築した HICの規模を拡大させるべく，授業終盤（事

後）に，同じトピックで，同じ時間制限の中で，授業序盤（事前）のデータ収集にかかわ

った学習者 94 名から再度データを得た。総語数は 18263 語，最大語数は 328 語，最小語

数は 94 語，平均語数は 194.3 語（標準偏差=48.3）であった。HIC のデータ分析の結果，

関係節の産出頻度を集計したところ，事後においては，whoが 85回，whichが 38回，whose

が 1回，whomが 0回，thatが 28回産出されていた。 

統語的な要因から集計した場合，事前では，目的語位置からの関係節化される事例が，

主語位置から関係節化される事例よりもやや多く観察されたのに対し，事後では，その傾

向が逆転し，事後においても事前と同様に，主語位置から関係節化される事例の数が上回

るという結果となった。次に，意味的な要因から集計した場合，事前では，先行詞として
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無生名詞が産出される事例の方が，有生名詞を先行詞とする事例よりも多く観察されたの

に対し，事後では，有生名詞を先行詞とする事例の方が多く観察される結果となった。こ

れらをまとめると，事前においては，目的語位置にある無生名詞が多く産出され，事後に

おいては，主語位置にある有生名詞が多く産出される傾向が見られた。共通して言えるこ

とは，統語的な要因は事前から，意味的な要因は教育活動を経て事後に，それぞれの時期

の産出に影響を及ぼしていたということである。 

また，事前よりも事後の方が，一人あたりの産出語数が増していることが分かり，これ

を踏まえると， whichや thatの産出数は，実質的に，増加しているとまでは言えず，結果

的には，主語位置にあった有生名詞が最も産出されやすい関係節の種類であると言える。

この点では，過去の先行研究と一致するが，最も興味深いのは，目的語位置にあった無生

名詞がその次にも産出されやすい関係節であったという点にある。先行研究の結果を踏ま

えれば，主語位置に位置していた有生名詞の次に，主語位置に位置していた無生名詞が産

出されやすくなることが推測されるが，本研究では，その推測とは一致しない結果が得ら

れた。こうした結果に至った原因として，意味的な要因が，統語的な要因と同時に産出に

影響を与えていると考えられることを指摘した。 

 

第 7章：本研究のまとめと英語関係節の習得モデルの提案 
第 7章では，本研究の総括を行い，分析結果を踏まえての教育的示唆を述べた。加えて，

英語関係節の習得モデルを提案し，今後の課題と展望を述べた。 

本研究で設定した 3 つの研究課題に対し，①who を産出する頻度が最も高く，続いて，

which・thatを産出する頻度が高くなるという産出傾向が見られたこと，②文法的な誤りは

少ないものの，表現としての不自然さから多くの用例が添削され，文章中で適切に関係節

を産出できていないこと，③一定期間の教育活動を行った場合，関係節の産出傾向に大き

な変化は生じなかったものの，意味的な要因が産出に影響を及ぼすようになったことが明

らかとなった。 

続いて，産出傾向に偏りが見られた原因と教育的示唆として 3点を述べた。一点目とし

て，文法指導の影響を挙げ，具体的には，有生名詞の修飾には whoを使い，無生名詞の修

飾には whichを使うという文法指導により知識が固定化されている可能性を述べた。した

がって，どのような状況で関係節を用いることが適切なのか，あるいは，他の後置修飾を

使うべきではないかといった点について，文章の中に含まれる実例を多く学習者に提示す

ることで，関係節を用いた表現の多用に注意させる指導を別途行う必要性を論じた。 

二点目として，thatの多様な用法の影響を挙げた。本研究により，thatについては，who

や whichに比べて産出頻度が相対的に低くなるという結果となったが，その主たる原因は，

学習者が thatを補文標識として使うという知識として定着していることにあるのではない

かと考えられる。そこで，英語母語話者による関係節の産出事例を，コーパスや Webを用



 6 

いて用例検索をさせながら，実例に触れる機会を多く提供すべきであると指摘した。 

三点目に，関係節が「定型表現として産出・理解されている可能性を挙げた。HICを用

いた今回の調査から，people whoや things whichという組み合わせの表現が学習者によって

多く産出されており，このような高頻度で使用される表現をまとまりとして記憶し，処理

している可能性がある。そこで，教育現場においては，people whoや things whichを新たな

定型表現として指導することも有益と思われるが，安易に関係節を産出させないようにす

ること，また，回りくどい表現になっていないか，より簡潔な表現はないかといった注意

点を意識させつつ，日本語からの翻訳課題などを実施して指導すべきであると指摘した。 

教育的示唆に加え，第 7章では，学習者による英語関係節の習得モデルを提案した。外

国語学習環境にいる学習者が，どのような過程を経て，英語関係節の習得を行っているか，

Yamanashi (2002) においてスキーマ化と構文の習得過程として示されたモデルを応用し，

外国語学習（EFL）環境における英語関係節の学習過程のモデルとして構築したものを，

図 1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1	 学習者による英語関係節の習得過程のモデル 

 

まず，日本人英語学習者は，EFL環境にて，関係節の用法について図 1の上部で示す「完

全にスキーマ化された構文」として，教育活動を通じて学習の初期から学んでいることか

ら，早い段階で関係節に関する文法的な知識が形成されていると考えられる。次に，図 1

の左端にある双方向の矢印で「完全にスキーマ化された構文」と「項目依存的表現」を結

びつけている部分については，文法知識としての「完全にスキーマ化された構文」と実際

教科書等が入力源となる 
項目依存的表現 

a man who,  the house which

people who, 
things which/that

my friend who, 
*children which

学習者固有の定型表現

完全にスキーマ化された構文 
としての教室での指導 

NP RC

低頻度 

the time that 
classes where

高頻度 

people(animate) 
who 

things(inanimate) 
which
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に産出した表現の照合，あるいは，「項目依存的表現」と実際に産出した表現の照合のい

ずれか，またはその両方を行っていることをモデル化している。習得が進み，関係節に多

く接触し，項目依存的表現に接する頻度が高まることで有生名詞を修飾する際には whoを

使い，無生名詞を修飾する際には whichを使うことができる段階に達するものと考えられ

る。同時に，ある特定の表現への接触頻度が高まることで，相対的に低頻度の表現も蓄積

され，高頻度表現は知識として保持されるが，低頻度表現は破棄され，習得されない可能

性があることから点線で囲う形でモデル化している。最終的には，people whoのような高

頻度表現から新たなスキーマ化が行われ，最初に得た英語関係節の用法に関する知識とそ

の後に実際に接触する言語表現を再び照合させることになる。この部分で，文法知識から

関係節を産出するというトップダウン式の処理と，項目依存的表現からスキーマを取り出

し，定型表現を蓄積しながら用法に関する知識を一般化させるボトムアップ式の処理が双

方向的に生じていると考えられる。 

最後に，今後の課題として，1) 視線計測等の認知実験を交えた多角的な分析，2) 個人

差を考慮した再分析，3) 産出過程を踏まえたコーパス分析の 3点を挙げ，さらなる検証の

必要性を述べた。 
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